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１. 中⼩企業・⼩規模事業者の現状①
企業の倒産件数は減少傾向にあるが、休廃業・解散
件数は増加

企業規模別の経常利益

資料︓「法⼈企業統計調査年報」
(注)ここでいう⼤企業とは資本⾦10億円以上、中⼩企業とは資本⾦１億円未満の企業とする。
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倒産、休廃業・解散件数の推移
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中⼩企業・⼩規模事業者は減少が続き、最近の2年間
で約23万者減少。⼩規模事業者の減少が著しい。

経営者の⾼齢化が進展しつつあり、ここ20年で経営者
年齢の⼭は47歳から66歳へ移動した。

中⼩企業の経常利益は過去最⾼⽔準。
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１. 中⼩企業・⼩規模事業者の現状②
 中⼩企業は深刻な⼈⼿不⾜に直⾯
 中⼩企業は製造業・⾮製造業とも労働⽣産性が向上していない。⼤企業との⽣産性格差は拡⼤傾向。

中⼩企業の従業者過不⾜ＤＩの推移

資料︓中⼩企業庁・(独)中⼩企業基盤整備機構
「中⼩企業景況調査」

図２

資料︓財務省「法⼈企業統計調査年報」
(注)ここでいう⼤企業とは資本⾦10億円以上、中⼩企業と
は資本⾦１億円未満の企業とする。
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999 

1,3201,080 

1,327

501 
549

521 
558

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

⼤企業 製造業 ⼤企業 ⾮製造業
中⼩企業 製造業 中⼩企業 ⾮製造業

(万円)

(年度)

⼤企業 製造業
+321万円
(+32.1%)

⼤企業 ⾮製造業
+247万円
(+22.9%)

中⼩企業 ⾮製造業
+37万円(+7.1%)

中⼩企業 製造業
+48万円(+9.6%)

図１

全産業 製造業 建設業 卸売業 ⼩売業 サービス業



4

① 事業承継・再編・統合等による新陳代謝の促進

② ⽣産性向上・⼈⼿不⾜対策

③ 地域の稼ぐ⼒の強化・インバウンドの拡⼤

④ 災害からの復旧・復興、強靭化

⑤ 経営の下⽀え、事業環境の整備

５つの重点項⽬

２. 平成３０年度⼆次補正予算案及び平成３１年度当初予算案（中⼩・⼩規模事業者関係）①
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２. 平成３０年度⼆次補正予算案及び平成３１年度当初予算案（中⼩・⼩規模事業者関係）②

■30年度の「法⼈」向け事業承継税制の
抜本拡充に続き、「個⼈事業者」の
集中的な事業承継を促すため、10年の
時限措置として、⼟地、建物、機械、
器具、備品等の承継に係る贈与税・相
続税の１００％猶予制度を創設。

■中⼩企業・⼩規模事業者は、「経営者の⾼齢化」、「⼈⼿不⾜」、「⼈⼝減少」という３つの構造変化に直⾯。
これらの構造変化に対応するため、①「事業承継・再編・統合等による新陳代謝の促進」、②「⽣産性向上・⼈⼿不⾜対策」、
③「地域の稼ぐ⼒の強化・インバウンドの拡⼤」に重点的に取り組む。

■また、⾮常に⼤きな災害が頻発している状況を踏まえ、④「災害からの復旧・復興、強靱化」にもより⼀層取り組んでいく。
■加えて、消費税率引き上げ（２０１９年１０⽉）や、⻑時間労働規制（２０２０年４⽉）、同⼀労働・同⼀賃⾦（２０２１年
４⽉）の中⼩企業への適⽤も⾒据え、⑤「経営の下⽀え、事業環境の整備」に引き続き粘り強く取り組む。

基本的な課題認識と対応の⽅向性

①事業承継･再編・統合等による新陳代謝の促進 【30補正 50億円／31当初74億円（69億円）】

■事業引継ぎ⽀援センターの事業引継ぎ
データベースにおける登録企業数を
抜本的に拡充することで、中⼩企業の
Ｍ＆Ａを含めた事業承継⽀援を強化。
併せて、事業承継ネットワークにお
けるプッシュ型⽀援や事業承継補助
⾦を引き続き措置。

個⼈事業者の事業承継を円滑化するための措置【創設】
・個⼈事業者について、先代経営者から後継者への事業⽤資産の承継を円滑に
進めるための措置を創設。

中⼩企業のM&A（親族外承継）を円滑化するための措置【創設】
・事業承継ファンドを通じて中⼩機構から⼀定割合以上の出資を受けた場合でも

中⼩企業税制の適⽤を可能とする要件緩和を⾏う。

税

税

予
算

予
算

事業承継・世代交代集中⽀援事業 【50億円】〈30補正〉
・事業承継ネットワークをベースとし、より細かい地域単位で専⾨家派遣など踏み込
んだ⽀援を⾏う「プッシュ型事業承継⽀援」を⾏う。

・事業承継を契機に、経営⾰新や事業転換に挑戦する中⼩企業の設備投
資等に必要な経費を⽀援する「事業承継補助⾦」を措置。

中⼩企業再⽣⽀援・事業引継ぎ⽀援事業 【7０億円（69億円）】
・後継者問題を抱える中⼩企業・⼩規模事業者の事業承継の円滑化を図るため
に、事業承継に関する適切な助⾔、マッチング⽀援等をワンストップで⾏う。また、創
業希望者と後継者不在事業主等とのマッチングも⾏う。
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②⽣産性向上・⼈⼿不⾜対策 【30補正 1,205億円／31当初 369億円（319億円）】

■「ものづくり･商業･サービス補助⾦」
「持続化補助⾦」「ＩＴ導⼊補助⾦」を
⼀体的に措置。広報、補助⾦活⽤から

効果検証まで⼀体的に実施（「中⼩企業
⽣産性⾰命推進事業」）。

予
算

予
算

ものづくり・商業・サービス⾼度連携促進事業【50億円（新規）】
・中⼩企業等の連携体が、事業者間でデータを共有・活⽤することで、⽣産性を
⾼める⾼度なプロジェクトや、地域経済牽引事業計画の承認を受けて連携して
⾏う事業の設備投資等を⽀援。

予
算

地⽅公共団体による⼩規模事業者⽀援推進事業（⾃治体連携
型持続化補助⾦）【10億円（新規）】
・地⽅公共団体が商⼯会・商⼯会議所等を活⽤しながら、⼩規模事業者等に

対して、経営計画を作成する取組や、その経営計画に基づき販路開拓に取り
組む費⽤を⽀援。

③地域の稼ぐ⼒の強化・インバウンドの拡⼤ 【31当初286億円（30当初251億円）】

■⽣産性向上等に向けた⽀援措置を切れ⽬
なく継続的に講じるため、従来補正予算
で講じられてきた「ものづくり・商業・
サービス補助⾦」の当初予算化を実現。

■地域中核企業等と連携して⾏う活動を、
新たな技術・サービスモデルの開発から
市場獲得まで⼀体的に⽀援する「地域未
来投資促進事業」を引き続き措置。

予
算

地域未来投資促進事業【159億円（162億円）】
・中⼩企業が地域中核企業や⼤学・公設試等と連携して⾏う活動を、新たな技

術・サービスモデルの開発から市場獲得まで⼀体的に⽀援。

予
算■マッチング・海外展⽰会等を通じた

国内・海外販路開拓等を⽀援。

国内・海外販路開拓強化⽀援事業【2４億円（新規）】
・新商品・サービスの開発・販路開拓事業やブランド確⽴事業、マッチング・海外
展⽰会等を通じた販路開拓等の⽀援。

中⼩企業⽣産性⾰命推進事業【1,100億円（新規）】〈30補正〉
・中⼩企業等による⽣産性向上に資する⾰新的サービス開発・試作品開発･
⽣産プロセスの改善を⾏うための設備投資や⼩規模事業者の販路開拓・⽣
産性の向上の取組み、中⼩企業等のＩＴ導⼊などを⽀援。

■都道府県が地域の実情に応じた販路開拓
⽀援等の⼩規模企業政策に取り組むこと
を後押しするため、「⾃治体連携型持続
化補助⾦」の当初予算化を実現。
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④災害からの復旧・復興、強靱化

■東⽇本⼤震災、熊本地震からの復旧・復興
について、引き続き⽀援策を措置。

■平成３０年７⽉豪⾬、台⾵２１号、北海道
胆振東部地震について、３０年度予備費や
⼀次補正でグループ補助⾦や持続化補助⾦
等を措置。

■災害が頻発している状況を踏まえ、中⼩企
業の防災・減災対策の普及啓発、ＢＣＰ（事

業継続計画）策定⽀援、⾃家発電設備等
の導⼊⽀援等、中⼩企業の強靱化をトータ
ルで⽀援。⽴法措置も含め検討。

予
算

⑤経営の下⽀え、事業環境の整備

■消費税率引き上げ、⻑時間労働規制や同⼀労働・同⼀賃⾦の中⼩企業適⽤も⾒据え、
● 軽減税率対応のためのレジ導⼊補助⾦の基⾦を積み増すとともに、制度を⾒直し

（対象事業者に旅館・ホテル等を追加、補助率を２／３→３／４に引上げ等）
● 事業者等に対する指導・周知徹底等の転嫁対策、取引適正化対策
● 働き⽅改⾰実現に向けた⽀援（専⾨家派遣事業の増強、商⼯会等の機能強化）
● 中⼩企業の経営指導（経営発達⽀援計画等）、資⾦繰り⽀援（政策⾦融・信⽤保証・マル経）など

に引き続き粘り強く取り組む。
※以上のほか、消費増税に伴う臨時・特例の措置として、商店街活性化⽀援を措置。

中⼩企業等強靱化対策【15億円（新規）】〈30補正〉
・BCPの取組事例や早期復旧事例などを広く紹介するとともに、サプライチェーンに
位置づけられる中⼩企業等のBCPの策定を⽀援。

中⼩企業対策費 29当初

（28補正）

30当初

（29補正）

31当初

（30補正）

経産省計上 1,116億円
（2,191億円）

1,110億円
（1.976億円）

1,117億円
（2,634億円）

※参考）ここ３年間の中⼩企業対策費の推移

税

予
算

中⼩企業⾃家発電設備導⼊補助⾦
【⾃衛的燃料備蓄補助⾦（50億円）の内数】】〈30補正〉

・社会的重要インフラの機能を担う中⼩企業・⼩規模事業者における⾃家発電
設備の導⼊等を⽀援。

中⼩企業防災・減災投資促進税制【創設】
・中⼩企業の経営の安定を確保し、事前の防災・減災対策を強化するため、

所要の設備投資を促進する税制を創設。
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後継者候補

はいる
27%

後継者候補も

いない、未定
31%

3. 事業承継の促進① 事業承継⽀援策の全体像

①対象株式等の上限の撤廃
②対象者の拡⼤
③雇⽤要件の抜本的⾒直し
④売却･廃業時の減免制度の創設

事業者の⾝近にいる⾦融機関、⼠業等専
⾨家が経営者に働きかけ、プッシュ型事業
承継診断を徹底実施(年５万者)し、専⾨
家を派遣する費⽤等を⽀援。

事業承継後のチャレンジ⽀援

 事業承継やＭ＆Ａを通じた事業引継ぎを契機として、経営⾰新や事業転換に取り組む中⼩企業の設備投資等を⽀援する

中⼩企業の後継者選定状況

2016年東京商⼯リサーチへの委託事業
（再編・加⼯）

後継者が
決まっていない

58.4%

後継者が
決まっている
41.6%

n=4,036

気付きの機会の提供 法⼈の事業承継税制の拡充

 後継者が決まっている事業者には税制措置による円滑な承継を、決まっていない事業者には気付きの
機会の提供、マッチング⽀援等により後継者探しを⽀援。加えて、事業承継後のチャレンジも⽀援。

 こうした切れ⽬のない事業承継⽀援策を、今後10年で集中して実施することとしている。
事業承継前の準備・税制・マッチング⽀援

マッチングの⽀援

平成30年度税制改正において、
事業承継税制の以下の要件を、
10年限定で抜本拡充

事業承継補助⾦

個⼈版事業承継税制の創設
 平成31年度税制改正において、

10年間限定の措置として、個⼈
事業者の事業承継を促進するた
め、⼟地、建物、機械・器具備品
等の承継に係る相続税・贈与税
の100％納税猶予制度を創設
予定

年間1千〜2千件のマッチングが実現でき
るよう、専⾨家の増員等、「事業引継ぎ⽀
援センター」の体制を強化

事業引継ぎ⽀援データベースを、平成31
年度から抜本拡充

中⼩機構出資の事業承継ファンドから出
資を受けた中⼩企業に対する特例措置を
創設（平成31年度税制改正）

第三者承継を後押しするため、Ｍ＆Ａに
係る登録免許税、不動産取得税を減免
（平成30年度税制改正）

８



3. 事業承継の促進②

9



3. 事業承継の促進③

10



経営⼒向上計画
申請事業者

中⼩企業･⼩規模事業者
中堅企業

経営⾰新等⽀援機関申請を
サポート

例
・商⼯会議所・商⼯会・中央会
・地域⾦融機関
・税理⼠、診断⼠等の⼠業 等

事業分野別
経営⼒向上推進機関

申請 認定

※事業分野別指針が策定されてない分野においては
基本⽅針に基づいて申請が可能。

主務⼤⾂
（事業分野別指針の策定）

普及啓発
⼈材育成

例
・事業者団体
・同業者組合 等

【⽀援措置】
 ⽣産性を⾼めるための機械装置を取得した

場合、３年間、固定資産税を1/2に軽減 等
 計画に基づく事業に必要な資⾦繰りを⽀援
 認定事業者に対する補助⾦等における優先採

択

提出先
（例）経産省︓各地⽅の経済産業局

※推進機関において、⼈材育成を⾏う場合には、
労働保険特会からの⽀援を受けることが可能。

経済産業⼤⾂
（基本⽅針の策定）

4. ⽣産性の向上① 中⼩企業等経営強化法のスキーム

11

 「中⼩企業等経営強化法」は、平成28年7⽉1⽇に施⾏。
 本法は、中⼩企業等が⾃社の経営を強化するため、事業分野別指針に⽰す⾃社の「経営⼒向上計画」を作

成し、主務⼤⾂に申請・認定を受けるもの。
 計画の認定を受け、当該計画に基づいて取得した機械装置等については、税制や融資などの⽀援措置を受け

ることが可能となる。



4. ⽣産性の向上②
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4. ⽣産性の向上③
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4. ⽣産性の向上④
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4. ⽣産性の向上⑤

15



 「先端設備等導⼊計画」は、「⽣産性向上特別措置法」において措置された、中⼩企業・⼩規模事業者等
が、設備投資を通じて労働⽣産性の向上を図るための計画です。

 この計画は、新たに設備を導⼊する市区町村が国から「導⼊促進基本計画」の同意を受けている場合に、
中⼩企業・⼩規模事業者等が認定を受けることが可能です。認定を受けた場合は税制⽀援や⾦融⽀援な
どの⽀援措置を活⽤することができます。

16

【⽀援措置】
 ⽣産性を⾼めるための設備を取得した場合、

固定資産税の軽減措置により税制⾯から⽀援
（地⽅税法に基づき課税標準を３年間ゼロ〜
１／２間で市町村の定める割合に軽減）

 計画に基づく事業に必要な資⾦繰りを⽀援
（信⽤保証）

 認定事業者に対する補助⾦における優先採択
（審査時の加点）

事前確認
（必須）

認定経営⾰新等⽀援機関
例 ・商⼯会議所・商⼯会・中央会

・地域⾦融機関
・⼠業等の専⾨家 等

先端設備等導⼊計画
申請事業者

（中⼩企業等（詳細右図））

申請 認定

経済産業⼤⾂
（導⼊促進指針の策定）

市区町村
（導⼊促進基本計画の策定）

協議 同意

○認定を受けられる「中⼩企業者」の規模
（中⼩企業等経営強化法第2条第１項）

業種分類
中⼩企業等経営強化法第2条第１項の定義

資本⾦の額⼜は
出資の総額

常時使⽤する
従業員の数

製造業その他 3億円以下 300⼈以下

卸売業 1億円以下 100⼈以下

⼩売業 5千万円以下 50⼈以下

サービス業 5千万円以下 100⼈以下

政
令
指
定
業
種

ゴム製品製造業* 3億円以下 900⼈以下

ソフトウエア業⼜は
情報処理サービス業 3億円以下 300⼈以下

旅館業 5千万円以下 200⼈以下

*⾃動⾞⼜は航空機⽤タイヤ及びチューブ製造業並びに⼯業⽤ベルト製
造業を除く

（注）税制⽀援は対象となる規模要件が異なりますのでご注意ください。

〇先端設備等導⼊計画のスキーム

4. ⽣産性の向上⑥ ⽣産性向上特別措置法による設備投資の促進（先端設備等導⼊計画）



対象者
※１

資本⾦額１億円以下の法⼈、従業員数1,000⼈以下の個⼈事業主等のうち、先端設備等導⼊計
画の認定を受けた者（⼤企業の⼦会社を除く）

対象設備
※１

⽣産性向上に資する指標が旧モデル⽐で年平均１％以上向上する下記の設備
【減価償却資産の種類（最低取得価格/販売開始時期）】
◆機械装置（160万円以上/10年以内）
◆測定⼯具及び検査⼯具（30万円以上/5年以内）
◆器具備品（30万円以上/6年以内）
◆建物附属設備（※２）（60万円以上/14年以内）

その他要件 ⽣産、販売活動等の⽤に直接供されるものであること/中古資産でないこと

特例措置 固定資産税の課税標準を、３年間 ゼロ〜１／２（※３）に軽減

※１ 市町村によって異なる場合あり ※２ 家屋と⼀体となって効⽤を果たすものを除く ※３ 市町村の条例で定める割合
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 先端設備等導⼊計画の認定を受けた中⼩企業者のうち、以下の⼀定の要件を満たした場合、地⽅税法に
おいて固定資産税の特例を受けることができます（事前に⼯業会等の確認が必要）。

4. ⽣産性の向上⑦ ⽣産性向上特別措置法による設備投資の促進（固定資産税の特例）
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5. 地域の稼ぐ⼒の強化① 地域未来投資の促進
 地域経済は、企業収益や雇⽤が好調な⼀⽅、設備投資が⼒強さを⽋く等、課題も存在。製造業では、地域で

の新規⽴地の低迷、⾮製造業（卸・⼩売等）では、⼤都市圏におけるビジネスと投資の集中も⼀因。このため、
地域経済の好循環が実感されにくい。

 地域が⾃律的に発展していくため、地域の強みを⽣かしながら、将来成⻑が期待できる分野での需要を域内に
取り込むことによって、地域の成⻑発展の基盤を整えることを⽬指す。

 当⾯3年で2,000社程度を⽀援し、1兆円の投資拡⼤、GDP5兆円の押し上げを⽬指す。

※正式名称は、「地域経済牽引事業の促進による地域の成⻑発展の基盤強化に関する法律（平成19年法律第40号）」
平成29年6⽉2⽇公布（平成29年法律第47号）改正、平成29年7⽉3⽇施⾏



地域未来投資促進法は、地域の特性を活⽤した事業の⽣み出す経済的波及効果に着⽬し、これを最⼤化しようとす
る地⽅公共団体の取組を⽀援するもの。
 国の基本⽅針に基づき、市町村及び都道府県は基本計画を策定し、国が同意。
 同意された基本計画に基づき、事業者が策定する地域経済牽引事業（＊）計画を、都道府県知事が承認。

＊定義の要点︓①地域の特性を⽣かして、②⾼い付加価値を創出し、③地域の事業者に対する相当の経済的効果を及ぼす事業
 国は、地⽅公共団体とともに地域経済牽引事業者を⽀援。

〔内容〕
 対象となる区域（促進区域）
 経済的効果に関する⽬標
 地域の特性 × 推進したい分野
 地域経済牽引事業の要件
 事業環境整備の内容 等

市町村及び都道府県︓基本計画
都道府県
が承認※

事業者等︓地域経済牽引事業計画
〔申請主体〕
①⺠間事業者、②官⺠連携型（地⽅公共団体及び⺠間事業者）

※②の場合は、国が事業を承認

〔内容〕
 事業の内容及び実施時期
 地域経済牽引事業の要件への適合性

①活⽤する地域の特性 × 分野
②付加価値創出額
③地域の事業者に対する経済的効果

 事業者間の役割分担
 特例措置に関する事項 等

承認された事業に対して政策資源を集中投⼊して⽀援

公設試、⼤学等が連携して⾏う地域経済牽引事
業に対する⽀援についての計画（⽬標、内容等）

⽀援機関︓連携⽀援計画⽀援機関︓連携⽀援計画

国
︓
基
本
⽅
針

⽀援

同意

承認

○地域経済牽引事業の促進を図るための⼟地の利⽤の調整 等

⼟地の利⽤の調整を要する場合

都道府県が同意
市町村︓⼟地利⽤調整計画

①予算による⽀援措置、②税制による⽀援措置、③⾦融による⽀援措置、④情報に関する⽀援措置、⑤規制の特例措置等

※平成29年7⽉31⽇施⾏

5. 地域の稼ぐ⼒の強化② 地域未来投資促進法の概要
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福岡県佐賀県

・造船関連産業等の集積を⽣かした「成⻑
ものづくり分野」や、世界遺産等の観光
資源を⽣かした「観光・スポーツ・⽂化・
まちづくり分野」など５つの分野
における取組を⽀援

⻑崎県

熊本県

⼤分県
・⾃動⾞関連産業の集積を活⽤した「成⻑ものづ
くり分野」、県内の産業⼈材を活⽤した「第４次
産業⾰命分野」、「観光資源を活⽤したサービス
産業分野」など１０分野における取組を⽀援

⿅児島県
・エレクトロニクス、メカトロニクス等の産業集積を⽣か
した「電⼦関連産業分野」や、さつまいも、豚等の
農林⽔産物を活⽤した「⾷品関連産業分野」など
８つの分野における取組を⽀援

宮崎県
・マンゴーや宮崎⽜など豊かな特産物を活⽤した
「フードビジネス分野」、ユネスコエコパークや
世界農業遺産、夜神楽、プロ野球・Jリーグ等の
国内有数のスポーツキャンプ地等の観光資源を
活⽤した「観光産業分野」など、１０分野におけ
る取組を⽀援・「くまもとの⾚」等の特産物を活⽤した「農林⽔

産分野」や、熊本地震で学んだ教訓を活⽤した
「ＢＣＰ対策関連分野」など８つの分野における
取組を⽀援

・⾃動⾞関連産業等の集積を活⽤した「成⻑ものづくり分野」
やバイオ・メディカル分野の産業集積を活⽤した「健康関連
ビジネス分野」など８つの分野における取組を⽀援

・輸送⽤機械関連産業の集積を活⽤した「成⻑もの
づくり分野」や、化粧品関連産業のネットワークを
活⽤した「コスメティック産業分野」など５つの分野
における取組を⽀援

5. 地域の稼ぐ⼒の強化③ 地域未来投資促進法︓九州各県の基本計画の概要
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5. 地域の稼ぐ⼒の強化④



6. 強靭化① BCPの取組推進

22

 災害などによる事業中断に備えた経営的な取組みとして、事業継続の⽅針策定、対策の検討と
それを踏まえたBCP(Business Continuity Plan︓事業継続計画）を策定しておくことが有効。

 中⼩企業のBCP策定状況は約15%と低い状況。

中⼩企業のBCP策定状況

(n=3,158)

策定済み
15.5%

現在策定中
9.2%

策定する計画がある
10.9%

策定して
いない

64.4%

資料︓「中⼩企業のリスクマネジメントへの取組に関する調査」
（2015年12⽉ みずほ総合研究所(株)）

事業
縮⼩

緊急
事態

中核事業を
早期復旧

⽬標
復旧
時間⼀部事業

を継続

時間廃業

100%

0%

BCP
導⼊済

稼働状況 BCP策定により、災害等の際の早期復旧が可能に

出所︓中⼩企業庁「中⼩企業BCP策定運⽤指針第2版」(2012年）

BCP
未策定

防災計画 BCP（事業継続計画）

⼈的・物的被害の防御・軽減
（顧客・従業員の⽣命と会社

の財産を守る。）

左記に加え、
重要な事業を中断させない、また
は中断しても可能な限り短い期間
で復旧させる。

企業価値の維持・向上



熊本地震の被災パターン例

ＢＣＰ検討の参考資料
中⼩企業ＢＣＰ策定運⽤指針（第２版）

http://www.chusho.meti.go.jp/bcp/index.html

6. 強靭化② BCPの取組推進 様々な被災パターンに備える

 熊本地震では、従業員・⾃社・取引先・インフラ等の様々な被災が、事業再開のネックとなった事例がみられた。
 今回の震災を検証し、あらゆる被災パターンを想定したBCPを検討していくことが⼤切。
 BCPの検討にあたっては、HP等で参考資料が⼊⼿可能。
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① 仕⼊れ先が被災し原材料が⼊⼿できず事業が再
開できない。

② 納⼊先が被災し事業再開できないので、納品をス
トップされた。

③ 仕⼊れ先の被災したため、仕⼊れ先を変えたものの、
仕⼊れ価格が上昇し、採算にあった価格維持が困
難。

① ⽔道・ガスが停⽌し、事業が再開でき
ない。

② 道路が通⾏⽌めとなり通⾏客が途絶
えた。

復旧したものの、これまでの納⼊先がその
間に取引先を切り替えており、震災以前
の取引が再開してもらえない。

従業員が被災し、出勤できないため、事
業再開できない。

従業員の被災

⾃社の被災

取引先の被災 インフラの被災

 ＢＣＰの策定・運⽤に必要な事項を、事例なども
⼊れながらわかりやすく解説した⽀援ツール。

 ⼊⾨→基本→中級→上級とステップアップしながら
活⽤可能。

 中⼩企業庁HPにおいて提供。



6. 強靭化③
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7. 経営の下⽀え①
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7. 経営の下⽀え②



● 平成５年に、「商⼯会及び商⼯会議所による⼩規模事業者の⽀援に関する法律」
（⼩規模事業者⽀援法）を制定。

※第１条（⽬的）「この法律は、商⼯会及び商⼯会議所がその機能を活⽤して⼩規模事業者の経営の改善発達を⽀援するための措置を講ずることに
より、⼩規模事業者の経営基盤の充実を図り、もって国⺠経済の健全な発展を図ることを⽬的とする。」

● 平成２６年法改正（２６年６⽉成⽴、９⽉施⾏）により、商⼯会・商⼯会議所が管内の⼩規模事業者⽀援のため
に作成する「経営発達⽀援計画」を国が認定する制度を新設（第５条第１項）。

⼩
規
模
事
業
者

商⼯会・商⼯会議所

経済産業⼤⾂

伴⾛型⽀援の強化

経営発達⽀援事業の実施と経営発達⽀援計画の策定
①経営状況の分析（強み・弱みを知る）
②計画策定・実施⽀援（戦略を作り、実施する）
③経済動向・市場調査⽀援（潜在的顧客を探す）
④展⽰会等の開催（新たな販路を⾒つける）

計画認定

（参考） 全体 うち商⼯会 うち商⼯会議所

拠点数 2,174箇所 1,659箇所 515箇所
経営指導員数 7,587⼈ 4,104⼈ 3,448⼈

経営の改善⽀援

これまでは経営の基盤である
記帳指導・税務指導が中⼼

経営の発達⽀援

新たに経営戦略に
踏み込んだ⽀援を実施

※経営発達⽀援事業は、経営発達⽀援計画の認定の有無にかかわらず実施する
ことが求められてる。

認定実績
(H30.4⽉)

認定単会数
(認定割合）

うち商⼯会
(認定割合）

うち商⼯会議所
（認定割合）

全国 1,572(72.3%) 1,220(73.5%) 352(68.3%)
九州 209(68.9%) 172(75.1%) 37(50.0%)
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7. 経営の下⽀え③ ⼩規模事業者⽀援法
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（１）親事業者による不適正な⾏為に対して厳正に対処し、公正な取引環境を実現する。
（２）親事業者・下請事業者双⽅の「適正取引」や「付加価値向上」につながる望ましい取引慣⾏等を普及・定着させる。
（３）サプライチェーン全体にわたる取引環境の改善や賃上げできる環境の整備に向けた取組を図る。

3つの重点課題

事項 具体的な政策（平成28年12⽉14⽇運⽤強化）
下請法の運⽤強化
（運⽤基準改正）  違反の事例75事例を追加。計141事例に。

適正取引、付加価値向上の促進
（振興基準改正）
*下請中⼩企業振興法

 親事業者は、合理的な原価低減要請や労務費上昇分への考慮に努める。
 型の管理の適正化に向けて、親事業者の事情による場合は親事業者が費⽤を負担。

下請代⾦の⽀払条件の改善
（通達、振興基準の⾒直し）  可能な限り現⾦払いに。

業種横断的なルールの明確化・厳格な運⽤（横軸）

（１）サプライチェーン全体での「取引適正化」と「付加価値向上」に向けた⾃主的な⾏動計画の策定と着実な実⾏を要請するとともに、フォローアッ
プを⾏う。

（２）業種別下請ガイドラインを改訂し、親事業者と下請事業者の連携・協⼒に係るベストプラクティスを追加する。【全18業種において改訂・策定済み】

コスト負担の適正化
量産終了後に⻑期間に渡って無償で

⾦型の保管を押しつけられる、等

価格決定⽅法の適正化
⼀律○％減の原価低減を要請される、

労務費上昇分が考慮されない、等

⽀払条件の改善
⼿形等で⽀払いを受ける⽐率が⾼い、
割引コストを負担せざるを得ない、等

7. 経営の下⽀え④ 「未来志向型の取引慣⾏に向けて」(世耕プラン)

業種別の⾃主⾏動計画の策定等（縦軸）

本来は親事業者が負担すべき費⽤等を下請事業者に押しつけることがないよう、徹底する。

3つの基本⽅針 経済産業省として取り組む今後の政
策パッケージ（平成28年9⽉15⽇）



7. 経営の下⽀え⑤ 下請中⼩企業振興法「振興基準」の新たな改正について（平成30年12⽉）
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• 平成28年12⽉の「振興基準」を改正後、下請Gメンヒアリングや⾃主⾏動計画フォローアップ
調査等を通じて把握した取引実態等を踏まえ、「振興基準」を平成30年12⽉末に改正。

• 主な改正内容は、①「⼤企業間取引の⽀払⽅法改善」、②「型代⾦⽀払いの取引慣⾏の改
善」、③「働き⽅改⾰」への対応。

1.⼤企業間の⽀払⽅法の改善 ２．型代⾦の⽀払い ３．「働き⽅改⾰」への対応
〇課題
⼤企業間取引での⼿形払いが改
善されないことによる、サプライ
チェーン全体の現⾦払いの不徹底

〇改正内容
親事業者は下請事業者の資⾦繰
りに関⼼を持つよう努め、⼤企業が
率先して、⼤企業間取引における
⼿形払いの現⾦化などの⽀払条
件の⾒直しなどを進める旨を明
記。

〇課題
型代⾦の⽀払いにおいて、24〜
36⽉分割払いの取引慣⾏が存
在。これにより下請事業者の資⾦
繰りに苦慮。

〇改正内容
・親事業者が型を製造委託した場
合、下請事業者に代⾦を60⽇
以内に⽀払うよう明記。

・型が下請事業者のもとに留まるな
どの場合に、代⾦の⽀払い⽅法に
ついて⼗分協議することとし、⼀括
払いの要望があれば速やかに⽀
払うよう努める旨を明記。

〇課題
適正なコスト負担を伴わない短納
期発注など、下請中⼩企業の
「働き⽅改⾰」を阻害する取引慣
⾏が存在。

〇改正内容
親事業者は、下請事業者の不利
益となるような取引や要請を⾏わ
ないこととし、やむを得ず短納期⼜
は急な仕様変更などを⾏う場合に
は、親事業者が適正なコストを
負担すること等を追記。

下請中⼩企業振興法「振興基準」の主要事項の改正案
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⾃主⾏動計画の策定状況（12業種30団体）

7. 経営の下⽀え⑥ 取引適正化の促進 業種別の⾃主⾏動計画／下請ガイドライン
 世耕⼤⾂から業界団体への要請（サプライチェーン全体での「取引適正化」と「付加価値向上」に向けた⾃主⾏動

計画の策定と着実な実⾏）を受け、⾃動⾞業界をはじめとして、主要産業界の30団体が計画を策定し公表し
た。（平成30年４⽉時点）

 「下請適正取引等の推進のためのガイドライン」は、下請事業者と親事業者との間で適正な下請取引が⾏われる
ように、国が策定したガイドライン。各業界の特性に応じて、下請代⾦等で問題となり得る⾏為や望ましくない取引
慣⾏の他、ベストプラクティス事例（理想的な好ましい取引事例）なども例⽰。平成28年12⽉の基準・通達の改
正等を踏まえて、下請ガイドラインを改訂・策定（合計18業種）。

⾃動⾞（⽇本⾃動⾞⼯業会、⽇本⾃動⾞部品⼯業会）、素形材（素形材センター等 計9団体）、建設機械（⽇本建設機械⼯業会）
繊維（⽇本繊維産業連盟、繊維産業流通構造改⾰推進協議会︓2団体連名で策定）
電機・情報通信機器（電⼦情報技術産業協会（JEITA) 、ビジネス機械・情報システム産業協会（JBMIA）、

情報通信ネットワーク産業協会（CIAJ）、⽇本電機⼯業会（JEMA））
情報サービス・ソフトウェア（情報サービス産業協会 ）、トラック運送業（全⽇本トラック協会）、建設業（⽇本建設業連合会 ）
機械製造業（産業機械︓⽇本産業機械⼯業会、⼯作機械︓⽇本⼯作機械⼯業会）
流通業（スーパー、コンビニ、ドラッグストア等⼩売業︓⽇本スーパーマーケット協会、新⽇本スーパーマーケット協会、⽇本フランチャイズチェーン協会、

⽇本チェーンドラッグストア協会、⽇本ボランタリーチェーン協会）
警備業（全国警備業協会）、放送コンテンツ業（放送コンテンツ適正取引推進協議会）

中⼩企業庁の下請ガイドラインのページ http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/guideline.htm

①素形材産業 ②⾃動⾞産業 ③産業機械・航空機等 ④繊維産業 ⑤情報通信機器産業
⑥情報サービス･ソフトウェア産業 ⑦広告業 ⑧建設業 ⑨トラック運送業 ⑩建材・住宅設備産業
⑪放送コンテンツ ⑫⾦属産業 ⑬化学産業 ⑭紙・紙加⼯産業 ⑮印刷業 ⑯アニメーション制作業
⑰⾷品製造業（⾖腐・油揚げ） ⑱⾷品製造業（⽜乳・乳製品）

業種別下請ガイドラインの策定状況（18業種）



（参考）平成31年度当初予算案及び
平成30年度第2次補正予算案関係（１）
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重点項⽬① 事業承継・再編・統合等による新陳代謝の促進
中⼩企業再⽣⽀援・事業引継ぎ⽀援事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 34
事業承継・世代交代集中⽀援事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 35
認定⽀援機関による経営改善計画策定⽀援事業 ・・・・・・・・・・・ 36
地域創業機運醸成事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 37

中⼩企業信⽤補完制度関連補助・出資事業 ・・・・・・・・・・・・・・・ 38

⽇本政策⾦融公庫補給⾦ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 39
重点項⽬② ⽣産性向上・⼈⼿不⾜対策

中⼩企業⽣産性⾰命推進事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 40
ものづくり・商業・サービス⾼度連携促進事業 ・・・・・・・・・・・・・・・ 41
中⼩企業・⼩規模事業者ワンストップ総合⽀援事業 ・・・・・・・・・・・ 42
中⼩企業・⼩規模事業者⼈材対策事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 43
中⼩企業・⼩規模事業者働き⽅改⾰対応体制強化事業 ・・・・・・ 44



（参考）平成31年度当初予算案及び
平成30年度第2次補正予算案関係（２）
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重点項⽬③ 地域の稼ぐ⼒の強化・インバウンドの拡⼤
地域未来投資促進事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 45
⼩規模事業対策推進事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 46
地⽅公共団体による⼩規模事業者⽀援推進事業 ・・・・・・・・・・・・ 47
国内・海外販路開拓強化⽀援事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 48

地域まちなか活性化・魅⼒創出⽀援事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 49

商店街活性化・観光消費創出事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 50

地域⼩規模事業者⽀援⼈材育成委託費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 51
重点項⽬④ 災害からの復旧・復興、強靭化

中⼩企業等強靭化対策事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 52
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重点項⽬⑤ 経営の下⽀え、事業環境の整備
中⼩企業連携組織対策推進事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 53
⼩規模事業者経営改善資⾦融資事業（マル経融資等）・・・・・・ 54
中⼩企業取引対策事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 55
中⼩企業消費税軽減税率対策事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 56
消費税軽減税率対応窓⼝相談等事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 57
消費税転嫁状況監視・検査体制強化等事業 ・・・・・・・・・・・・・・・ 58
キャッシュレス・消費者還元事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 59
中⼩企業実態調査委託費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 60
⼈権教育・啓発活動⽀援事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 61

（参考）平成31年度当初予算案及び
平成30年度第2次補正予算案関係（３）
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～4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

予
算
編
成

予
算
執
行

新政策

予算要求の
⾻⼦となる

政策の
基本⽅針
を策定

省内折衝

各部署で
要望事項
を検討

省内調整

概
算
要
求
提
出

︵
各
省
庁→

財
務
省
︶

財務省との折衝

財務省主計局
ヒアリング

政
府
案
閣
議
決
定

国会審議（通常国会）

次
年
度
予
算
成
⽴

衆議院

経産委
↓

本会議

参議院

経産委
↓

本会議

公募（補助⾦/委託費）
交
付
決
定

↑採
択
通
知

↑審
査

中
間
検
査

補
助
⾦
⽀
払
い

↑額
の
確
定

↑

額
の
確
定
検
査

＜事業実施＞ ＜事業実施＞

成
⻑
戦
略

等
閣
議
決
定

【翌年度】

早い事業は
２⽉頃から公募開始
（予算成⽴が条件）

その時々で、経済状況、災害対応等で補正予算が編成される場合あり︕

Point︕
・補正予算で実施される事業は、予算額が⼤きく・準備期間が短いため、採択率が⽐較的⾼い。
・公募が何度もある事業は、申請予定者の準備が出来てない１次公募の採択率が⽐較的⾼い。

慌てずに申請できるよう
⽇頃から⽤意をしておくことが

重要︕

（参考）お知らせ 国の予算編成の年間スケジュール

62



巻頭特集

【知ってもらう】
•施策情報の⼀元提供『施策マップ』
•専⾨家コラム
•掲⽰板（イベント情報等投稿可能）

「ミラサポ」閲覧画⾯

施策マップ（知りたい施策を簡単検索）

【知ってもらう】
•「ミラサポ総研」や「補助⾦⻁の巻」
では、施策活⽤事例や申請のポイン
トを分かりやすく解説
•「⾃営業者利益アップ道場」では、
⼩規模事業者および経営指導員
向けの⽀援施策・事例等の情報を
まとめて提供

分かりやすい解説

分野、エリア、目的、対象者、支援内容等から
必要な施策を簡単に検索可能

メールマガジン

おすすめサービス
【知ってもらう／
使ってもらう】

•補助⾦の検索・申請
•専⾨家の無料派遣
•サポートツール
•コミュニティ（SNS)
•マニュアル整備
•事例紹介など

【知ってもらう】
•おすすめニュース
※毎⽇1通
最新情報が届く

関⼼の⾼いテーマを
特設ページで解説

ヘッドライン
【知ってもらう】
•⽬的が明確な⽅への
ワンストップ情報提供
ページ
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お問い合わせ

九州経済産業局 産業部 中⼩企業課
〒812-8546
福岡市博多区博多駅東２－１１－１
福岡合同庁舎 本館７階
ＴＥＬ︓０９２－４８２－５４４７
ＦＡＸ︓０９２－４８２－５３９３

（地域未来投資促進法） 企業⽀援課 ０９２－４８２－５４３５
（中⼩企業等経営強化法） 中⼩企業経営⽀援室 ０９２－４８２－５４４４
（⽣産性向上特別措置法） 中⼩企業課 ０９２－４８２－５４４７
（⾦融保証・事業承継） 中⼩企業⾦融室 ０９２－４８２－５４４８

ご清聴ありがとうございました


